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「三田学会雑誌」83卷2号 （1990年7月）

戦略的コミットメントと経済厚生 (

奥野 (藤原） 正寬 

鈴 村 與 太 郎

1 イントロダクション

理論的産業組織論の最近の成果によれば，競争の激化は経済厚生の改言を保証するという古典的

信念には，思いの他に多くの反例が存在する。例えぱMankiw and W hinston〔1986〕および

Suzumura and K iyono〔1987〕が示したように，参入規制を受けない寡占産業においては，社会

的に過剰な企業の参入が生じる根強い傾向がある。当初は部分均衡分析の梓組みにおいて立誰され

たこの「過剰参入定理（Excess Entry Theorem)Jは，実のところ一般均衡の梓組みのなかでも本

質的に維持されることが最近の研究によって明らかにされ て い る （Konishi, Okuno-Fujiwara and

Suzumura〔1989〕）。また，全ての寡占企業が同じ技術をもつという明らかに制約的な仮定を外して

も過剰参入定理のメッセージは本質的に維持されること力;，Lahiri and O n o〔1988〕によって示

されている。従って，寡占的競争の社会的過剰性は，特殊な状況においてごく稀に生じる特異現象

として片付けられない重要性をもっているといわなくてはならない。過剰参入定理は確かに寡占競

争にまつわる病理現象であるが，この病は決して稀有な奇病ではないのである。享実，過剰参入定

理の成立を支える基本的前提は，生産における規模の経済性と寡占的競争手段の戦略的代替性であ
( 1 )

って，いずれも決して特殊な前提であるとは思われない。

本稿においてわれわれは，寡占的競争の社会的過剰性を生みだすもうひとつの要因として，企業 

の戦略的コミットメントの役割を明らかにすることにしたい。われわれが念頭におく戦略的コミッ 

ト メ ントの例としては，

00 本論文の準備段階において The University of Pennsylvania, The University of British Columbia, 

Norwegian School of Economics, The University of Oxford で開かれたセミナ一の参加者から，多く 

の示唆と助言を得ることができた。特に，J. Brander, A. Postlewaite, A. Sandmo, B. Spencer, J. 

Vickersの諸教授に感謝したい。また，慶應義熟大学が主催された箱根コンファレンスへの参加者，特に 

酒井泰弘教授（筑波大学）および中村慎助助教授（慶應義塾大学)，並びに本稿,備の最終段階に戴いた下 

村研一氏（慶應義塾大学，The University of Rochester)のコメントも，改訂作業に際して有益であっ 

た。記して厚く感謝したい。

注 （1 ) 過剰参入定理の背景と論理に関して詳しくは，von Weizsacker (1980a, 1980b), Perry (1984), 

小官• 奥野. 鋒村（1984,第8享)，伊藤. 清野. 奥野. 鈴村（1988,第13章）を参照せよ。
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( a ) 生産物市場における競争的地位を予め強化するために，費用削減的なR & D 投資を行う企

業行動；

( b ) 他の企業の生産物との差異を予め消費者に刻み込むために，大規模な広告•宣伝活動によっ 

て自企業に特定化された需要を創造する企業行動；

( C ) 他企業の追随を許さない生産物ラインを予め確保するために，部品供給•販売ネットワーク 

を確立しようとする企業行動 

など，数多く挙げることができる。これらの行動に共通するひとつの特徴は，生産物市場における 

実際の企業間競争に先躯けてある種の固定的支出を敢えて行うことによって，後の競争に際して有 

利な地位を予め確保しようとする努力である。この特徴を最も単純に捉えるために，われわれは2 

段階競争のゲームを考察することにしたい。

この2段階ゲームの第1段階では，企業はなんらかのコミットメントを遂行することによって，

第2段階の生産物市場における競争構造を自己に有利になる方向に操作しようと試みる。ところで, 

実際に第2段階に至った時点では，第 1段階で行った行動は既に確定された過去の歴史の一部であ 

って，好むと好まざるとに拘りなく，時間を週ってこれを修正する余地は残されていない。この享 

実を読込んで行動する合理的な企業は，第2段階における市場競争の均衡が第1段階のコミットメ 

ントによってどう影響されるかを考慮に入れて，第 1段階における意思決定を行う害である。こう 

してわれわれは，ごく自然に2段階ゲ一ムの「部分ゲーム完全均衡（Subgame Perfect Equilibrium) J 

の分析に導かれることになる。単純化のため，本稿は(a)として上に挙げた費用削減投資に焦点を合 

せ て コ ミ ッ ト メントが経済厚生に及ぽす効果を考察するが，基本的には同じ枠組みを(b ), (C )などに 

対しても適用できることは明らかな箸である。

われわれの分析に先行する業績としてはBrander and Spencer〔1983〕による Cournot複占 

モデルの分析に言及すべきである。彼らは戦略的コミットメントを考慮した均衡（戦略的均衡）と非 

戦略的均衡との比較を試み，前者における費用削減投資は後者におけるよりも大きくなることを示 

した。彼らはまた，戦略的投資はある場合には社会的に次善の投資水準を上回る可能性があること 

をも示唆している。本稿においてわれわれは， いくつかの方向でBrander and Spencer〔1983〕

の貢献を拡張することを企てる。

第 1 に，われわれは追加的な費用削減投資の限界的厚生効果に注目し，この効果を「戦略的効果 

(Strategic Effecり」と 「寡占的歪み効果（Distortion Effect)」に分解することを試みる。このよう 

な分解と戦略的代替• 戦略的補完（Bulow et a l . [1985])の概念の活用によって，戦略的コミット 

メントと経済厚生との関係に対する本稿の分析は，非常に見透し易いものとなる。

第2 に，われわれの分析は一般の寡占モデルを対象としており，決して複占モデルに限定されて 

はいない。事実，われわれの主要な関心* は企業数と経済厚生との関わりであって，本稿の主要定 

理はBrander and Spencer〔1983〕が全く考慮の外においた状況に関わるものとなる。

第 3 に，われわれの分析的枠組みは，寡占と課税（Besley and Suzumura [1989]),戦略的補完，
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R & D 便益のスピル• オーバーと共同研究開発’（Suzumura [1989]),生産物差別化とBertrand 

価格競争などの分析に，拡要して適用することができる。

本稿の構成は以下の通りである。第2節は同質的製品を生産する"企業から成る寡占モデルを構 

成し戦略的効果と寡占的蜜み効果を導入する。第3 節は本稿の主要定理を与える。第4 節は分析 

の拡張可能性を簡潔に述べ，第5節はわれわれの結論を要約する。本文の記述を単純化するため， 

若干の技術的論点は論文末尾の補論に委ねられている。

2 限界的費用削減投資の厚生効果：同質的寡占モデル

2 . 1 同質的な製品を生産するW個の企業（2 ^ "  < + o o )力;， 2段階競争を行う寡占産業を考え 

る。第 1段階において各企業は費用削減投資にコミットメントを行い，第2段階の生産物市場競争 

(Cournot-Nash Competition)を自分に有利なものに操作しようとする。

この製品に対する逆需要関数をニ/ ( X ) と*  く。 は価格，ズは産業全体の産出量である。企 

業 ! 'の第1段階における投資量と第2 段階における産出量を，それぞれ/̂ 4, iCfと書く。第2段階 

の費用関数はCOcf; Ki) ： =c0ir0：c iで与えられるものと仮定する。従って，生産の限界費用は産 

出量とは独立である。

いま，第 1段階の投資プロファイルi f :  …… が与えられたものとすれぱ，企業

i の第2段階の利得関数は

C2.1) kKx K d ：={ f iX ：)-ciKi')}Xi

と特定化される。ここで:^ : Xjである。この利得関数によって定まるゲームのCournot-Nash 

均街をa;*aC) と書けば，企業/ の第1段階の利得関数は

C2. 2) IPCK) ： =7tXxXK) ; Kd-Ki

によって与えられる。ただし，記号の節約のため，費用削減投資量は投資支出額で測定されている。 

この利得関数によって定まる第1段階のゲームのCournot-Nash均衡を 7 T と*  くことにすれば 

UC, xXK*')')はこの2段階ゲームの部分ゲーム完全均衡となる。

本稿では，全ての均衡は对称均衡であることを仮定する。この仮定により，

c tO O  ： =(dydx\')nKx\K')\ Kd

に ぬ : =(.dydxidxj-)7：KxXK^ ; Kd キ f)

K ぬ ：=(dydxidKd^KxXK^ ； Kd 

という3 つの変数は，投資プロファイルが対称的である限り，企業のインデックス/,; とは独立 

に定まると考えることができる。

< K ：>は第2段階の利得関数の2階の導関数であるから，利得最大化の2階条件によって 

< 0 でなくてはならない。一方，タ0 0 は企業f と企業id キj) の産出量の戦略的連関性を示す重 

要な変数であって，i3 aO <  (re sp .> )0であれば，企業と企業ゾの産出量は戦略的代替財（あろ
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いは戦略的補完財）となる。

本節と次節では，以下の基本的仮定が設けられる。

仮定A G ) f O O は2階連続微分可能であり，/ 0 0 > 0 を満足する任意のX さ0 に対して 

/ ' ( X ) < 0 が成立する。さらに，ある定数5 o> _ooが存在して，/ 〔义）> 0 を満足す 

る任意のX さ0 に対して

K X ) : =Xf"iX')/f'iX')^do
(2)

を満足する。

仮定A(2) cCKi)は2階連続微分可能である。 また，全ての/Tfさ0 に対してc<：Ki) > 0 および 

c'(iT i)<0を満足する。

仮定A ( 3 ) 第2段階の産出量は戦略的代替性をもち，5 O C K 0を満足する。

これらの仮定のうちA ( l ) とA (2 )は極めて自然な要求であるし，仮定A(3) も同質的な製品を
(3)

生産する寡占産業においては極めて緩やかな要求に過ぎない。さらにまた，仮定A ( l ) , A  (2), 

A (3 )のもとにおいては，第2段階のCournot-Nash境衡が小域的安定性を保証されるという事実
(4) ニ し

も注目に値する。この興味ある帰結の論証は，本稿末尾の補論A において与えられている。

注 （2 ) 仮定A ( l ) の後半は，弾力性が一定の逆需要関数やH性をもつ需要関数によって必ず満足され，そ 

の意味で決して窮屈な制約であるとは思われない。特にCournot-Nash均衡の存在HE明との関わり 

において，逆需要関係のH性は一定の役割を果してきた。この点に興味をもつ読者は，Szidarovszky 

and Yakowitz (1977)を参照せよ。

( 3 ) 仮定A ( l ) の後半に対して，酒井泰弘教授は"No Wall Assumption" という興味深い解釈を示唆 

された。すなわち，この部分の仮定が排除するのは，逆需要関数に室直部分が現れる異常な状況なの 

である。仮定A (3 )は通常の反応曲線が右下がりであるという要求であって，同質的製品を生産する 

Cournot-Nash競争では，極めて自然な仮定に他ならない。興味をもつ読者は，Bulow et al.〔1985), 

Dixit (1986), Eaton and Grossman (1986), Fudenberg and Tirole (1984), Novshek (1985) 

などを参照せよ。
また，下村研一氏は（A .6 )に基づいて次のような興味深い事実を指摘された。すなわち，第2段 

階の利得最大化の2階条件と戦略的代替性の条件は，それぞれ5> — 2«, 3>— " となるため，もし 

われわれが(a)独占企業の利得最大化の2階条件，あるいは(b)複占企業の産出量の戦略的代替性を仮定 

するならば，不等式ろ〉一2 が自ずと成立することになる。すなわち，仮定A ( l ) の後半と，任意の 

"さ 3 に対する仮定A (3 )は，（a)ないし(b)というさらに簡単な要請によって保証されることになるの 

である。
( 4 ) ここで考察する Cournot-Nash均衡の安定性に関する一層の詳細に関してはAl-Nowaihi and 

Levine (1985)およびDixit (1986) などを参照せよ。中村慎助助教授が箱根コンファレンスにおいて 

指摘されたように，各企業が第2段階の均衡を見透して第1段階の意思決定を行う2段階ゲームの 

論脈においては，各企業が近視眼的に限界利潤の誘因に導かれて産出量を調節する趣旨のCournot 

adjustment processの安定性は，あまり重要性をもたないというべきかもしれない。とはいえ 

Cournot-Nash寡占理論における一見逆説的な結果は， しぱしぱCournot adjustment processの 

不安定性と密接に結び付いてきたという歴史的経緯を念頭におけば，われわれの結果が安定性を自動 

的に保IEする前提条件のもとに導かれることは，一応読者の注意を喚起するに値するものと思われる。
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2 . 2 われわれの2段階寡占モデルがもつ部分ゲーム完全均衡が，経済厚生の観点からどのょう 

な成果を達成できるかを判定するため，以下では

71

(2.3) W KK：)： = \ パ —！] {cCKi>'*00 +め}

(5)
という厚生基準（第2段階のCournot-Nash均衡において評価された総余剰）を採用することにしたい。

ただし， =X 12；すC /O である。この厚生基準を適用すれば，部分ゲーム完全均衡の費用削 
J = i

減投資が限界的に過剰/ 過少であるという表現に，明確な意味を付与することができる。

いま，（5/3iQP^"«Or)< (resp.〉）0 が成立したものとしょう。そのとき，企業z'の投資を部 

分ゲーム完全均衡水準から限界的に減少（あるいは増加）させれば，社会厚生を限界的に増加させる 

ことができる。このことは，部分ゲーム完全均衡における投資水準が，限界において社会的に過剰 

〔あるいは過少）であるという* 実を伝えている。

さて，Cd/dKDW%K*：>という表現は，寡占的歪み効果A O T ) と戦略的効果5ズiT* )という 

2 つの成分に分解することができる。具体的にいえば，われわれが寡占的歪み効果と称するものは, 

め.O T ) : = パ — と定めるとき

C2. 4) A ( iT )  : = S  fij(ICXd/dKi)xfan

にょって定義される。一方，戦略的効果は

(2. 5) SfOr) :=-Qd/dKi)cCK*：)xKK*：)- l
〔6)

にょって定義されるが，これはさらに第2段階ゲームの利得最大化の1階条件を適用して

(2. 6) = Cd/dKDxfQK*：)

と* き改めることができる。容 易 に 確 認 で き る ょ う に と S iO r) との和は 

を与えてくれる。

2 . 3 対称均衡の仮定により，投資プロファイルが対称的である限り，

注 〔5 ) ここで採用される厚生基準の背景にある考え方は，次のように動機付けられている。寡占経済にお 

ける「最善（first-best)」の資源配分を非妥協的に追求しようとすれば，われわれは(a)企業数，（b)費 

用削減投資，（C)産出量ないし価格，の全てを完全に制御できるだけの権限と能力を備えた万能の政府 

を必要とすることになるだろう。しかし，この意味で最善の政府は現実にはまず存在しないため，最 

善の資源配分を評価の基準として現実の成果を判定しようとするプランは，いかにも空想的である。 

従って，われわれは企業の参入• 退出を規制したり，既存企業に最善の産出量を選択させたりする権 

限と能力をもたない「次善（second-best)」の政府の観点から，現実の寡占経済の資源配分上の成果 

を判定するという立場を選択したのである。

( 6 ) 戦略的効果という名称が正当化される根拠は次の事実にある。仮に，戦略的コミットメントがない 

ならば，社会厚生の最大化は\。fC Q ^dQ -Z  {cCKj^xj+ K j}を K D }f= iに関して最大化す 

ることによって実現される。この最大化のための1階条件は，/G O - (：CR：f) = 0 および一c'0^^)a；i 

一1 = 0 で与えられる。従って，われわれの戦略的効果&CK：*)がゼロでない値をとるのは，まさし 

く戦略的コミットメントが存在することによるものだというべきなのである。
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がぬ： ぬ

o)(：K')：=id/dKdx%K')

という2 つの変数は企業のインデックスi, j とは独立に定まる。定義により，d U O と(< lO は， 

それぞれ企業/ の費用削減投資の限界的増加が企業の産出量に及ぼす効果と企業i g 身の 

産出量に及ぽす効果とを表している。これらの値を評価するために，第2段階のCournot.Nash均 

衡を特徴付ける利得最大化の1階条件をK iおよびKjXi丰h ) に関して微分すれば，

(2.7) <  ぬ (oQIO+Cn-'O に IOKK) ニ-rUO

(2.8) )9 C K > a o + { « a o + ("-2)ボ/ 0 }ヴ 0 0 = 0  

という連立方程式体系が得られる。これより

(2.9) eUO= ぐ さ 仏

(2.10) (ぬ + (ぬ }r ば )-

が得られる。ただし，ダ/ 0 :  =  {«り0 - ^ 3 0 0 } { < /0 + 0 « - 1 )が/ 0 } 〉0 であって，符号の判定 

は補論A で証明される安定条件によっている。仮定A (2 )と仮定AC3)により，dOO く 0, coOO> 

0 および（3 /3 /0ズ* ( /0 ニ0</0 + (：«- 1 )が/ 0 > 0 となるため，われわれは

(2.11) DiCK*：)=KK*：> {(oQK*：) + Cw- D^C/^*)} >0

(2.12) S iO r) = ( "- l)K i^ * )が/T )<0

を結論できる。ただし，ここでKK*) : =MjUC*) > 0 である。こうしてわれわれが制定したい 

Cd/dKDW%K*)という表現は，異符号の2 つの成分から成ることが分った。

2 . 4 これまで解析的に調べたことは，第 1 図を用いて直観的にも確認できる。企業:'の投資が 

限界的に増加する以前には，各企業は：ci=:=：c ? a r ) だけの財を同じ限界費用c * := c o r r) で産 

出しており，産 業 の 総 産 出 量 は で 与 え ら れ て い る 。ここで企業?•の費用削減投資が 

e > 0 だけ増加したとすれば，この企業の限界費用だけは广：ニc*+ec'〔i n ) へと低下する。そのと 

き，戦略的代替性の仮定により，他企業の産出量は減少し，企業《'への残余需要曲線は上にシフト 

する。その結果，産業の総産出量はX**へと増加し，企業: 'の産出量もa?"?*へと増加する。

この変化による厚生変化は 

消費者余剰の変化= 領域严がー領域 Ap*B 

= 領域Bゎ

および

生産者余剰の変化= (領域 S'ダV*Z>' +領域 CcV*C'—e)—領域Bp*c*D 

より成るが，高次の無限小を無視すれば，その結果は 

(領域が五/)£>')+(領域m r r '- o

----11 (̂225~)



第1図戦略的効果と寡よ的歪み効果

となる。明らかに，この最後のま現の第1項は寡占的歪み効果に正確に対応し，その第2項は戦略 

的効果と一致する。これで，先に解析的に得た分解の直観的確認ができたことになる。

3 戦略的コミットメントの社会的過剰性と企業数

3 . 1 われわれは，企業数"がある程度大きい限り戦略的効果は寡占的歪み効果を支配し，その 

結果Cd/djKiWGCR*)はマイナスとなることを論証することにしたい。言い替えれば，企業数"  

が十分大きい限り，部分ゲーム完全均衡における費用削減投資は，限界において社会的に過剰にな 

るのである。

この論証のため，始 め に を

C3.1 ) (d/dKDW^CK*) =  K /^*Xd/dK D X*CK *)ll- (fz- l) て&_^)つ}

と書き改めよう。ただしここでズゾおよびfKlC'Kd/dKdXXiC')> 0 である。

われわれの主要な結果を直観的に示唆するために，ひとつの費用削減投資プロファイル 

iK l K l,……，/T O に対応する企業i の反応曲線を 

(3. 2)

プである。さらに，この概念を利用して企業f の累 

積的反応曲線RんX; K D を

---12 ( 2 2 6 ) ----

nCX-i; KD = arg max{Xi/Cxi+X-i)—CCxi; KVJ
Xi〉0

によって定義する。すこだしここでX-



第2図累積的反応曲線

(3.3) Xi=RiCX;KD nCX-Xi; Kl)

によって導入する。累積的反応曲線の構成方法により，第2段階Cournot-Nash均衡における産 

業の総生産量JTOCりは，写 像 ズ ； の不動点に他ならない。第2 図は，2 ^ 0 ：; ICj) 

と45。線の交点として，第2段階Cournot-Nash均衡を定義している。

いま，企業/ が投資を微小量だけ増加させたとすれぱ，累積的反応曲線を積みあげた曲線は 

2  RjQX; ぬ）へとシフトする。ただし iキi を満たす全ての；に対してRiOC; K》=RjCX 

である。その結果，産業の総産出量はZ*Cft：i )—X * o r ) だけ増加し，企 業 キ 0 の産出量は 

icす だ け 減 少 す る 。ただし全ての；# / に対してぬ =ぬ である。この両者の比 

は，企業《•の投資の増加分が十分小さければ 一(3/BKdガ iK。） るKdXXK》 の近似値となる 

力’、，明らかにこれは累積的反応曲線の勾配で与えられることになる。

第2 図においては逆需要曲線は直線であり，そのため反応曲線も実は直線となって，その勾配は 

企業数" とは独立になる。従って，"が 大 き く な る に つ れ て は 明 ら か に マ イ ナ  

スとなり，均衡投資量は限界において社会的に過剰であることになる。

3 . 2 われわれのこの結論を解析的に確認するためには，まず

<K*')=2 fXX\K*^^+xKK*')f'iX\K*')')

が/r ) = / ' ( j r ( iT ) ) + ：c K i r ) / " ( : r ( / r ) )  

rCK*：)=-c\KV

が成立することに注意すべきである。これらのま現を適用すれば，び/ のための 

必要•十分条件として

--- 13 C227^ -----



〔3.4) がー 2 "+ ( " —i ) 5 c r x / n ) 〉o

を得ることができる。ここで仮定A a ) の後半を用いれば，この不等式が成立するための十分条件 

が

-?(«): = "2—2 "+ ("—1)5o>0 

であることが分る。そこで2 次 方 程 式 め= 0 の根のうちで大きい方をiV((5o)〉0 とすれば， " >  

NCdo) である限 り であることを結論してよいことになる。

われわれの結論は，次の命題に簡潔に纏めることができる。

命題：仮定A ( l ) , A (2), A C 3 )が満足される限り，ある正数iV(5o)が存在して ">7V(5o)が 

成立しさえすれば， が従う。換言すれば，企業数" が臨界値M5o) を上回る 

眼り，戦略的な費用削減投資は限界において社会的に過剰となる。

3 . 3 この命題のひとつの問題点は，臨界的な企業数を定める正数の大きさが評価されていない 

ことである。もし仮にM 5o )が非常に大きな数であるならば，部分ゲーム完全均衡における投資量 

の社会的過剰性を主張するわれわれの命題は，殆ど実践的な意義をもちえないことになる。

この懸念を静めるために，臨界値を実際に評価することを試みたい。まず，逆需要関数がH 関数 

である場合には，M5o) =  2 であることが容易に分る。従って，逆需要関数がH性をもつ限り，ど 

んな寡占産業においても戦略的投資量は限界にお、て社会的に過剰なのである。

次に，逆需要関数の弾力性でが一定値をとる場合には.臨界値はりとともに増加する。しかし， 

不等式0 <り < 1 を満足する全てのりの値に対してl< M 5 o )< 2 + i/Y が成立しこの場合にも 

NQdo)は十分に小さな数に留まるのである。

3 . 4 われわれの命題は，戦略的投資量の限界的な過剰性を述べるものである。ところで，われ 

われの厚生基準は一般にH 関数であるとは限らないため，この趣旨の限界的厚生判断は，大域的に 

は誤った勧告を生んでしまう可能性があることは否定できない。しかしながら，われわれのモデル 

を特定化すれば，戦略的投資量を次善の投資量と直接的に比較することが可能となる。これまで述 

ベた限界的厚生比較の結論を補強するために，補論B においてわれわれはこの趣旨の分析を簡潔に 

述べた。そこでの結論は，本文中の命題と主旨において極めて一貫している。すなわち，逆需要関 

数の弾力性りに依存する臨界的企業数ダ0 ? )が存在して， である限り，部分ゲーム完全 

均衡の投資量は次善投資量を必ず越えるのである。さらに，この臨界的企業数《*(り）は 

«*(り）：= [〔り+ 3)+ゾ{0?+3)2-4(り+ 1)}]/2<り+3 

によって与えられ，0 <り< 1 を満足する全てのでに対して必ず4 を下回ることに注意したい。
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4 戦略的補完，R & D スピルオーバー，

製品差別化，Bertrand-Nash価格競争

ここまでのわれわれの分析は，同質的な製品を生産するCournot-Nash的寡占産業を前提して 

進められてきた。そこで得られた結論を適切に位置付けるためには，われわれが無視してきたいく 

つかの要因によって，結論がいかに影響されるという検討を行う必要がある。

( A ) 戦略的補完

同質的製品の仮定を維持しつつ，寡占企業の産出量が戦略的補完性をもつ場合を考えよう。容ゐ 

に確認されるように，そのとき戦略的効果と寡占的歪み効果はともにプラスとなる。従って，〈同 

質的製品を生産する寡占的企業の産出量が戦略的補完性をもつならぱ，戦略的費用削減投資は必ず 

限界において社会的に過少となる〉ことが分る。

(B )  R & D スピルオーバー効果

ある企業の行う費用削減投資が，他企業にも費用削減の利益を流出させる状況を考えよう。こう 

した事態は，各企業の投資がR & D 活動への支出であるような場合には，十分に生じうる。この 

場合，第2段階における企業f• の費用関数は， 1 パニ：2 .あ と お く と き で 表 わ す こ  

とができる。この費用関数に対しては，

(4.1) (d/dKdciKi; K-d < Ĉ d/dK-i)c(JQ; K-d ̂ 0  

という前提を設けることが適切だろう。そのとき，第2節と基本的に同じ論法で

(4.2) diK^=-j^{<KX^/dK-dc(.Ki; K-d-に  KX か dKdcUQ; K-d), 

(4. 3 ) パ の {パ 幻 -/3(の } (.d/dKOciKi; K-i) 

+ (« - l)i300{(3/3iQcCK i; K-d~(d/dK-i')c^Ki\ K-d^

が得られ，しかもR & D スピルオーバーがない場合と同じく，の( i iO > 0 が従うことを示すこと 

ができる。d(：K ) の符号に関しては， R & D スピルオーバーの強弱が決定的な支配力をもってい 

る。そこでd’Aspremont and Jacquemin (1988)およびSuzumura (1989) がポ唆するように 

がi O > 0 が成立する場合を〈R & D スピルオーバーが十分強いケース〉と呼ぶことにすれば， 

(d/dKdWiK*') =KK*：> {の( iT ) +2Cn-1)没(7T)}

に留意して，<R & D スピルオーバーが十分強ければ，戦略的費用削減投資は限界において社会 

的に過少である〉ことを結論できる。

( C ) 製品差別化
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第2段階のゲームが産出量を戦略としてプレイされることは維持したまま，製品差別化の効果を 

考えてみたい。代表的消費者の効用関数を

(4.4) UQx, y') =  u(ix') +  y

と書く。ただし， a；2,...... , a O は消費者が購入する差別化された製品のベクトル， は価

値基準財の購入量である。財 i に対するぎ要関数は

pKx') = UiCx̂ : =Ĉ /dxi')uCx')

で与えられるので，企業ズの第2段階の利得関数は

(4. 5) TtXx ; K i) : =  {ui(.x')— cQKi')}Xi

となる。企業/ の第1段階の利得関数は，形式的には以前と同じ/ZK iC )でま現できる。

製品差別化のもとでの厚生基準は基本的に同質財の場合と同じであって，

C4. 6) W ^ % K ：): ="OK*(iO)-Z! {cC K j-)xK K ^+ K j}

とま現することができる。こ の 場 合 に は ひ a r ) < o が成立するための必要.十分条件 

は

0  7、 )- / 1  + 1) ' " むんが）
けバリ /SOT) く丄十レ" リめ iOc*)

によって与えられることを，容易に確認することができる。

この不等式が満足される状況を取出すため，逆需要関数が線形であって， とめ' (が0 が 

そ れ ぞ れ 定 数 u%である場合を考える。バラメーター|0を p.. = uyu%>Qによって定義すれば， 

上記の不等式は

(4.8) 0 < ( " — 1)が+ ；0— 2

に者される。仮定A (2 ) ,を適用すれば，われわれは</0に依存するある正数M ( iO )が存在して， 

が 満 足 さ れ る 限 り の o r ) < o が成立する。換言■すれば，企業数が十分大き 

い服り，戦略的費用削減投資は限界において社会的に過剰である〉という経論を導くことができる。 

この命題を確認するためには，

M O ) : =1 + (2—io)/jo2>0 

と定義しさえすれぱよい。しかも，この臨界的企業数M (|0)は|0の減少に伴って増加するものの，

/>が十分小さく例えぱ1/2になったとしても，その値はなおM (l/2 ) =  7 程度に留まるのである。

これに対して，逆需要関数が非線形の企業の産出量が戦略的補完財となる場合には，同質財の場 

合と同じく（3/5/^jPFeのo r ) 〉o が成立して，戦略的費用削減投資は限界において社会的に過少と 

なることが容易に確められる。 ，

(D )  Bertrand-Nash 価格競争

生産物市場における競争が，産出量ではなく価格を戦略として行われる場合には，これまでの結
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論にどのような影響が生じるだろう力、。価格が戦略である場合の最大の違いは，産出量の場合の戦 

略的代替性のかわりに戦略的補完性が正常なケースとなる点である。そのため，正常なケースでは 

戦略的費用削減投資は限界において社会的に過少となる。このように，企業数が十分大きい限り， 

第 2 段階の競争手段が数量か価格に応じて，第 1段階の投資競争の社会厚生からみた評価が眼界的 

過剰と限界的過少に鎭く分れることは，われわれの考察のひとつの重要な結論である。

5 結 論

われわれは， 2段階の寡占的競争の部分ゲーム完全均衡で定まる戦略的投資が，限界において社 

会的に過剰となる状況を

( a ) 数量競争（Quantity Competition)

( b ) 戦略的代替性（Strategic Substitutability)

( c ) 企業数の多数性（Large Number of Firms)

という3 つの単純な特徴によって捉えることに成功した。この結論が，規模の経済性と戦略的代替 

性のもとに成立する〈過剰参入定理〉と合いまって，競争と経済厚生との関係に対するわれわれの 

認識をさらに深めることに役立つことを期待した、。

本稿を蹄括るにあたり’規制下にない寡占的産業の戦略的行動が経済厚生の観点からみて社会的 

に過剰な、し過少となる状況がかなり広範に存在するからといって，直ちに行政的な介入に対する 

正当化が与えられるわけではないことに，念のため注意を与えておきたい。規制されない寡占的競 

争は時として浪費的であり，場合によっては破滅的であるにせよ，不適切な規制もそれに優るとも 

劣らない被害を生じさせる可能性があることを，われわれは忘れるべきではないからである。しか 

し戦略的コミットメントのもとでの競争と規制の適正な枠組みを考察するという興味ある課題の 

考察は，別の機会に譲らなくてはならない。

補論A  ：第 2 段 階 Cournot-Nash均衡の安定性

第 2段階のCournot-Nash競争における産出量調整過程を

CA.1) あ ニ ; K i ) G'=1’2,...,")

に よ っ て定式化しよう。ただし，あ は の時間に関する導関数，ぴ> 0 は調整速度を示すバラメー 

ターである。（A . 1 ) は，企業!'の限界利潤がプラスならぱその産出量は増加することを示す調整 

過程を表現したものである。

ある固定された対称的な投資プロ フ ァ イ ル K=CKu K z ,……，K n )に对応する第2 段階Cournot- 

Nash 均 衡 を と * き， の周辺で（A . 1) を
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(A . 2)
±2 

一 OCry —

= a

i3…… き.

a …… &

目色

'Xi — XT 

X2 — X*

I ル71

によって線形近似しよう。ただし，《: = « 0 0 , 目：=にK ) である。 

a;*が小域的に安定となるためには，（A . 2 ) の係数行列ぬが負値定符号でなくてはならない力;， 

のAX&言座小行列をと言くとき，この性質は

(A . 3) (_ l)* .d e t  仏>0 ひ= 0 ,1 ,...... , " )

によって保証される。容易に確認できるように，（A .3) は

(A.4) (一び  Gz—̂3)レ M«+a-i)か >0 a=o,i,……,《)

と同値であるが，（A .4) はさらに簡単な

(A .5 ) a+ a- l)/3 < 0  a = 0 ’ l , ......,« )

と同値である。ところで，a ,タはズ* := 1 ] a;?に対して

CA.6) a=^+/XX*X iS=y'(X*){l+5(：r ) / « }

を満足する。仮定A ( l ) と （A . 6 ) に よ っ て な の で ，ん= 0 に対しては（A .5) が確認された 

ことになる。次に，仮定A (l) ,  A ( 3 )および（A . 6 ) によって《< 0 となるため，んニ1 に対する 

( A . 5 )が確認される。しかるにt t< 0およびタ< 0 が成立する以上，k=2, 3,……，》に対する 

( A . 5 ) の成立は明らかである。II

補論B :戦略的均衡と次言最適

K*, 逆 需 要 関 数 が =  限界費用関数がC(ど0  = により特定化された同質

財モデルの，部分ゲーム完全均衡の投資量と社会的に次善な投資量を表わすものとする。ただし， 

0<V<1,0<C^Vであることを仮定する。〔に対する制約によって，次善の社会的余剰関数PycQO 

はH 関数となる。

容易に確認できるように，ic K iiO は

(B.1 ) {XXK)]-^-vxKK){X*(K)}-^-^-K7^=0 G=1,2,……，《)

によって特徴付けられる。そのとき，部分ゲーム完全均衡の投資量/ T は

C-1 «—り
CB.2) 2n—l

( " 一け 1)+ 1

によって陰伏的に定義される。，

仮定により0 < ?く1 なので，関数W/cQiOは

(B .3 ) W%K)=j^{XXK)}^-'>-'E{Kr'^xKK：> + Ki}
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によって与えられるため，/ r *は

(B .4 ) i(レモザ)レ :
W—>7 + 1

によって陰伏的に定義される。

ここで関数

(B .5 ) (トジス/^7-:-1

は，仮定0 < c ^りのもとでは単調減少となることに留意すれば，バラメーター (り）を

CB.6) "*(り)-?+! = -2m* ン 一 1{"*(り)-V + D+1

で定義するとき，"> (re sp .< ) ;/0 7 )と/r> (re sp .< ) ir* *が同値であることが分る。（B .6) を解

けば，本文中のw*0?)の評価式が得られる。II
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